
 

 
 

 

 

 

 

 

 

本日、山中 竹春 横浜市長が、 

三谷 英弘 法務副大臣へ提案・要望を行いました 
 

本日（７月 17 日（金））、山中 竹春 横浜市長が、次のとおり国の制度及び予算に関する提案・

要望を行いましたので、お知らせします。 
 

１ 日時・提案先・提案内容 

 

２ 提案・要望の様子   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左：山中 横浜市長、右：三谷 法務副大臣） 

  

日時 提案・要望先  主な提案・要望内容 

７月 17 日（金） 

14 時 00 分 

～14 時 15 分 

法務省 

三谷 英弘 

（みたに ひでひろ） 

法務副大臣 

地域における多文化共生の推進に向けた

取組強化 

令和 ８ 年７ 月 1 7 日 
政策経営・国際戦略局 
大都市制度・広域行政部 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

裏面あり 



 

 
 

※ 提案・要望書は以下のサイトでご覧になれます。 
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/seisaku/torikumi/bunken/yobo/yobo2026.html 

 

３ 山中 竹春 横浜市長コメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

広域行政課担当課長 池谷 Tel 045-671-2109 

三谷 英弘 法務副大臣に「地域における多文化共生の推進に向けた取組強化」について提案・

要望しました。 

 

横浜市では外国人人口が 14 万人を超えており、外国人人口の増加や在留の長期化が進んで

います。このような変化は全国的にもみられ、多文化共生の推進は、地域社会の持続可能な成

長や活力を支える重要な政策課題となっています。 

こうした中、日本語教育や生活相談、多言語での情報発信など外国人住民への支援がより一

層地域には求められており、自治体の人的・財政的負担も増加しています。 

三谷法務副大臣には、本市の要望の趣旨を直接お伝えするとともに、地域の実情に応じた施

策をより効果的に推進できるよう、財政支援の拡充や実態把握に資する調査の充実、特定技能

制度に関する事務負担軽減に向けた制度の見直しを要望いたしました。 

 

今後も、国と緊密に連携しながら、誰もが安心してくらし、活躍できる共生社会の実現に向

けて、取組を一層推進してまいります。 

 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/seisaku/torikumi/bunken/yobo/yobo2026.html

